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１　外国人参政権論をめぐる日本的特殊性―問題の所在
宮島喬がアカデミズム以外で果たした最大の貢献は，外国人政策に関わり影響力を発揮したこと
だと筆者は考えている。それは，川崎市や神奈川県のいわば顧問としての役割を中心とし，外国人
政策の指針となる本をいくつも出してきたことに現れている（宮島	1989,	1993,	2000,	2003;	宮島・
梶田	1996）。なかでも，日本初の本格的な外国人諮問機関たる川崎市外国人市民代表者会議の設立
に際しては，その基礎となる調査や制度設計に深く関わり，その後も熱心に会議に出席していた（1）。
筆者は，この時期に宮島が主宰した科研プロジェクトに参加し，その関わりで外国人の政治参加を
テーマとした論考をいくつか書いてきた（樋口	2000a,	2000b,	2001a,	2001b,	2002,	Higuchi	2002;	樋
口・高橋	1998）。
この当時，すなわち1990年代後半には外国人会議が主要都市に広がり，複数の外国人参政権法
案が上程されるなど，外国人の政治的市民権をめぐる黄金期だったといってもよい。だが，外国人
会議はさほど大きな成果をあげないまま注目が薄れ，自自公の与党合意により出したはずの外国人
参政権法案はたなざらしにされてしまった。外国人政策全般をみても，2000年代には「多文化共
生」の広がりがみられた程度で，全体として停滞期に入ったといってもよいだろう。それは，外国
人政策に関して後発とみられていた韓国が，この時期に関連法案を次々に通過させたのとは対照的
である。
そうしたムードを変化させたかのようにみえたのは，2009年総選挙による民主党政権の誕生で
あった。このとき，鳩山由紀夫首相や小沢一郎幹事長はいちはやく外国人参政権法案の成立に意欲
を見せ，閣僚や党幹部のほとんどは推進派であったことから，法案成立の可能性は高いものと思わ
れた。しかし，民主党の意欲は外国人参政権反対派の危機感を高めて反対論を噴出させ，結果的に
鳩山内閣では法案提出すらできなかった。その後の菅内閣でも法案提出の見通しはまったく立って
いない。
なぜこのような事態が生じたのか。鳩山内閣で外国人参政権法案を提出すらできなかったのは，
「政治とカネ」や「普天間移設」問題で迷走したことが直接の原因と考えられる。しかし，提出を
難しくした最大の要因は，参政権反対派がこの法案の問題化に成功し，容易に提出できない状況を
作り出したことだろう。
鳩山や小沢が外国人参政権に対する意欲を口にしていた2009年末，筆者は在外研究でオランダ・
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ユトレヒト大学にいた。西欧の極右・排外主義研究を摂取し，それを日本で台頭する排外主義の研
究に生かすことが在外研究の目的で，インターネット経由ながら一連の過程を興味深く観察してい
た。反対論には，「失敗例」としてオランダの外国人参政権にふれるものもあり，外国人参政権を
付与した結果として外国人が一部自治体に集住し，オランダ人が入れない空間ができてしまったと
いう（西尾	2010）（2）。これは全く事実に反しており，日本の極右は外国人参政権に反対すべくオラ
ンダのことをこんな風に言っていると大学の集まりで伝えたのだが，同僚たちは日本の状況を戯画
化した筆者の冗談を理解できなかった。
外国人参政権を付与した「結果」については，オランダを含む欧州諸国で実証的な調査研究がな
されている。しかし，調査前から予想されたとおり外国人の投票率は低く，多くは労働者であるた
めオランダ人労働者の投票行動と類似しているという知見しか出ていない（Rath	1990;	Tillie	2004;	
Togeby	1999,	2004）。そのため，外国人参政権自体は「移民問題」のなかではほぼ無視される程度
のものでしかなく，デマまで駆使して反対論が飛び交う状況を，オランダの研究者は想像できなか
ったのである。
そうした経験から，筆者は「外国人参政権が日本ではなぜこれほど問題化するのか」「なぜ外国
人参政権の法制化は失敗するのか」を問うようになった（3）。これは，西欧の極右研究をそのまま当
てはめても日本の現実を説明できないことと併せて，極右・排外主義をめぐる日欧の相違を考えさ
せるきっかけとなっている（4）。すなわち，西欧と日本の相違という観点から外国人参政権反対論を
みたとき，「外国人の市民権」をめぐる先行研究には欠落した重要な論点が浮かび上がる。それは
彼我がおかれた地政学的状況の相違であり，東アジアの地政学的配置こそが外国人の市民権を規定
する要因なのではないか。
本稿の目的は，こうした見通しを整理して分析枠組みを提示すること，ならびにその重要な分析
対象たる外国人参政権問題を政治社会学の対象として整理し直すことにある（5）。以下では，デニズ
ンシップ論として展開されてきた外国人の市民権論と排外主義に関わる議論を統合し，法律問題と
して語られてきた外国人参政権を政治問題として再検討する（6）。
２　デニズンシップ論から東アジア地政学へ―先行研究の検討と枠組みの提示
2.1　デニズンシップ論としての外国人参政権論
外国人参政権は，国籍と市民権を切り離して考える新しい市民権論の一部として展開されてきた。
このうち，ブルーベイカーとハンマーの議論はきわめてよく参照され，外国人の政治的権利をめぐ
る議論の基礎となってきた（Brubaker	1989;	Hammar	1990）（7）。その背景には，西欧で定住する外
国人の増加という現実があり，居住期間や在留資格に応じた権利が付与されるべきという前提があ
る。こうした外国人の市民権論のうち代表的なものの論理を，議論に先立って検討しておこう。
外国人（foreigner）と国民（citizen）の二分法に代えて，デニズン（denizen）という用語を移
民研究に持ち込んだハンマーは，デニズンの権利（denizenship）について以下のように述べている。
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デニズンは，15～20年以上の居住暦があり，親や子どもが当該国民であるなど家族的絆は強固で，
科学者や芸術家，スポーツマンなど名誉ある地位を占めており，居住国の国籍を持たないが居住の
地位を確立している（Hammar	1990:	13）。デニズンは，ハンマーのいう図１の３つのゲート（入
国管理と在留資格によるカテゴリー分けの基準）のうち，ゲート１を通過した一時滞在外国人と，
居住国の国籍を持つ市民の間に位置づけられる。
それまで例外的存在だったデニズンが増加したのは，西欧での移民の居住長期化と，そうした移
民の帰化比率の低さの結果である（Hammar	1990:	19）。ハンマーが強調するのは，デニズンの増
図１　ハンマーの３つのゲート論
出典：Hammar	(1990:	17)
ゲート１　一時滞在外国人
ゲート２　デニズン
ゲート３　当該国市民
図２　外国人労働者の権利へのアクセス
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出典：Layton-Henry	(1990:	16).
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加は代表制民主主義に参加できない住民を生み出すことであり，これは帰化を拡大させるだけでは
解決できない問題として位置づけられる（Hammar	1990:	24-5）。
上記のハンマーの議論を，権利の性質との関わりで整理し直したのが，レイトン＝ヘンリーの議
論である。彼は，自らが編集した『西欧における移住労働者の政治的権利』という著作に，参政権
だけでなくさまざまな権利や政治参加制度を含めている（Lanton-Henry	1990）。ここでは，社会的
権利が最後に確立した通常の市民権論とは異なり，外国人が最後に獲得する市民権は政治的権利で
あることが，通常は強調される。国民主権のもとでは，その分だけ政治的権利のハードルは高いわ
けだが，それでも外国人の政治参加が具体的な課題となるだけ，デニズンシップは定着をみたので
ある。
2.2　デニズンシップ論の限界
こうしたデニズンシップ論は，日本の外国人参政権論にも輸入され有力な論拠とされてきた。実
際，スウェーデンをはじめとする北欧諸国で外国人参政権が導入されなければ，日本で具体的な動
きが生じることはなかっただろう。北欧を中心とする欧州の事例は，この問題に関しては常に参照
されてきた。宮島は，この問題をアカデミックには検討していないが，デニズンシップ論にもとづ
く参政権賛成派としての立場を表明している（宮島 2007）。だが，日本における外国人参政権を
めぐる政治は，以下のようにデニズンシップ論では表層的にしか説明できない部分が多すぎる。
第１に，デニズンシップ論は移民の政治的統合を目的とするが，日本の外国人参政権をめぐる政
治にはそうした意識が希薄である。移民が長期間にわたり政治的権利を行使できないことの民主主
義的正統性の欠如は，いわば建前としては提示される。しかし，現実の政治過程で影響力を持つの
は，旧植民地出身者が戦後になって参政権を剥奪されたことであった。正統性が問題とされるのは，
「先進民主主義国」日本で生まれながら選挙権を生涯一度も行使できない人が存在する現状に対し
てではない。
第２に，デニズンの参政権を語るにもかかわらず，当の政治的主体たるデニズン自身に対する考
察がほとんどなされないか，見当違いな議論しかなされない。これは，後述するように外国人参政
権を求める運動が広がりを欠いており，個々の外国籍市民が抱える切実な問題として権利要求をし
ていないことが一方の背景としてあるだろう。在日コリアンに対する世論調査では，参政権を求め
る声が８割程度存在してきたが（金原ほか	1986;	川崎市外国籍市民意識実態調査研究委員会	1993），
それが生身の声を持った大衆運動にはなりえていない。
その結果，誰が権利を持つようになり，どのような行動をするかといった点に関して，現状とか
け離れた議論がなされるようになる。たとえば，反対の立場から欧州の例を参照する早瀬（2009）
は，西欧における「移民統合の失敗」と外国人参政権を結びつけ，反対の根拠としている。だが，
日本で外国人参政権が導入された際の主体として念頭におかれる韓国・朝鮮籍と中国籍は，「統合
の失敗」どころか国際的にはきわめて「統合度」が高い。これら東アジアにルーツを持つ人たちは，
学歴的にも職業的にも日本籍と大差ないか，それより高い位置を獲得している（大曲ほか	2011）。
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彼ら彼女らの多くは，参政権が付与されたら自らが属する旧中間層か新中間層として権利を行使す
るだけであり，政治的にはスムーズに「統合」されるだろう。その意味で，日本版デニズンたる韓
国・朝鮮籍や中国籍の人たち自身に問題があるという見方は，（欧州の事例が仮に早瀬の言うとお
りだとしても）的外れである。
第３に，前述のように外国人参政権に対して，日本では異常なほどに反対論が広がりを持って政
治化されてきた。1990年代半ばまでの日本がそうであったように，外国人参政権問題は基本的に
法律論として展開され，反対論も法律上の立場からなされる（e.g.	Rubio-Martin	2000）。しかし，
他の国では政治的に大きな問題になることはなく，法律論をクリアしたうえで時の与党が参政権を
付与する方針を打ち出せば，法制化への抵抗は大きくなかったのである。日本でも，連立政権下の
2000年に自民党が反対を表明したときには，「他の視点を全て捨象し，憲法との関わりから」論ず
る姿勢を打ち出していた（8）。しかし，民主党政権誕生前後に跋扈した反対論は，後述のように行動
科学や国際関係論を踏まえればありえない想定にもとづき，恐怖感を煽るものであった。
2.3　東アジア地政学による説明―本稿の分析枠組み
前項で明らかになったのは，日本の外国人参政権論はデニズンの処遇を扱っていながら，デニズ
ンの実像を正しく把握しないか，デニズンに対して根拠のない恐怖心を抱くことである。デニズン
に対する恐怖心は，外国人参政権反対の通常の根拠とされるナショナリズム（国民主権原理）では
説明できない。その意味で，問題はデニズンの処遇をめぐる観点の相違にあるのではなく，デニズ
ンシップ以外の要因で分析する必要がある。その際，筆者は東アジアという単位で外国人参政権問
題をみる必要があると考える。
すなわち，外国人参政権をめぐる政治は，外国人の権利をめぐる国内政治というよりは，日本と
他の東アジア諸国とをめぐる地政学の従属変数になった。その結果，日本のデニズンたる外国人は
日本に居住するマイノリティとしてはみなされず，東アジア地政学における各国の代理人にさせら
れる。東アジア地政学を説明変数としたとき，外国人参政権問題の帰趨を規定する要因は，以下の
２つとなる。
第１は，植民地主義の清算問題である。そもそも，外国人参政権の要求主体は在日韓国人であり，
日本人の推進派も基本的には在日コリアンを権利の享受主体と考えてきた。政治過程のなかで朝鮮
籍の排除が既定路線となったが，それは後述する冷戦という要因によるものであり，「特別永住者
は別」という考えは今でも根強い。その背景には，戦前の植民地主義のもとで朝鮮半島出身者は日
本国内で国政選挙権・被選挙権を持っており，それが剥奪されたという議論がある。実際，スペイ
ンと旧植民地，イギリスとアイルランドのように，旧植民地出身者に対しては参政権が付与される
ことが多い。
これは，旧植民地出身者が「過去の国民」（樋口	2001a）であり，外国人一般とは異なる処遇が
必要という意味で，デニズンシップの論理とは異なる。デニズンシップにもとづく参政権付与論と
しては，1994年11月に「さきがけしまね」が発表した外国人参政権法案があり（9），こうした発想自
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体は今の民主党にも引き継がれている。しかし後述するように，デニズンシップの論理は民主党内
においても政治過程に影響を及ぼす要因とはならなかった。
一方で，植民地主義の清算という論理は，韓国政府による要請や保守勢力における参政権推進派
の最大の根拠となってきた。その意味では，政治的には最大の推進要因であり，これなくして外国
人参政権が現実的な課題となることなかっただろう。しかし，それは諸刃の剣でもあり，国内マイ
ノリティの権利問題であるはずの争点を異なる土俵に乗せることで，問題を紛糾させる要因にもな
った。すなわち，植民地清算をめぐっては他に歴史教科書，従軍慰安婦，靖国神社参拝といった問
題があり，いずれも日韓での懸案事項となっている。従軍慰安婦のように公的には解決したはずの
問題も，米下院議会決議とそれに伴う右派議員の意見広告といった形で，バックラッシュが繰り返
されてきた。
外国人参政権に反対してきたのは，こうした問題における修正主義を牽引してきた勢力でもある。
靖国や歴史教科書問題から始まった修正主義は，従軍慰安婦を経て外国人参政権という標的を見出
すに至った。これらの問題が解決されない状態にあって，反対勢力は「反日」活動の一環として外
国人参政権を取り上げ，反対運動に材料を与えることになる。
第２は，東アジアにおける冷戦である。欧州で冷戦が終焉したのとは対照的に，東アジアでは冷
戦が終了していない。東西ブロックのような大きな対立構造によるものとしては，東アジアの冷戦
はソ連邦の崩壊により変容した。しかし，東アジアではそもそも中ソ対立や中国の改革開放政策と
いった要因があるため，二大陣営の対峙よりはるかに複雑な利害関係が錯綜していた。東西冷戦が
終了してからは，資本主義と共産主義から「自由主義」と「全体主義」に対立構造は変化したが，
冷戦は継続した。
その結果，日本の主たる仮想敵国はソ連から北朝鮮と中国へと移行した。問題は，ソ連が仮想敵
であった時代に在日ソ連人は少数しかいない一方で，在日朝鮮人や中国人は外国籍人口で多数を占
めていることである。北朝鮮や中国との関係が悪化したとき，隣国への敵意は在日朝鮮人や中国人
に対する敵意へと転化する。その先駆けとなったのは，北朝鮮によるミサイル発射であり，その後
に表面化した拉致問題であった。確かに，拉致問題については朝鮮総聯の関与が取りざたされた。
しかし，在日人口には何の関係もない韓国砲撃が，朝鮮学校に対する高校無償化措置の停止に結び
つくように，北朝鮮との対立自体が在日外国人の抑圧へと結びつく。
こうした構図は，9.11後の欧米におけるムスリム移民がおかれている状況にある程度類似してい
る。それまでは，「統合の失敗例」としてゼノフォビアの標的となってきたムスリム移民は，9.11
以降「テロリスト予備軍」として新たな排斥の対象となった。しかし，東アジアの冷戦は日本と近
隣諸国との関係を根底から規定する要因であり，なおかつ中韓の経済的台頭が相俟って恒常的な恐
怖感が生み出される。その意味で，東アジアの地政学的要因と外国人参政権問題の連関は強く，解
決がより困難である。
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2.4　３つの命題
冒頭で掲げた問いに対して，前項でみた東アジアの地政学的条件を説明変数とした場合，分析に
用いる次の３つの命題を提示できる。
・命題１：日本の外国人参政権問題が，日韓の外交関係の一環として展開された結果，国内マイノ
リティの処遇という観点を希薄なものとする。これは，マイノリティ問題という「マイナーな課
題」でなく外交課題とする推進効果を持つが，外交関係や植民地清算をめぐる対立構造に参政権
問題を巻き込む副作用も伴った。
・命題２：東アジアにおける冷戦の継続は，近隣諸国に対する脅威論を外国人脅威論に転換させ，
国内マイノリティの処遇という観点を希薄なものとする。外国人参政権問題は，近隣諸国との緊
張が継続する限り，安全保障問題の一環として処理され，法制化が困難になる。
・命題３：東アジアの地政学的構造が外国人参政権問題を規定するようになったのは，法制化の推
進派が国内マイノリティ問題としてフレーム構築できなかった結果でもある。指紋押捺のときの
ように，国籍は違えど日本で生きる生身の人間の尊厳に関わる問題として提示されなかったこと
が，根拠のない反対論に力を与えることとなった。
日本での外国人参政権問題の政治化および法制化の困難さを，これらの命題で説明することが，
次節以降の課題となる。問題の端緒は1970年代にさかのぼるが，具体的な政治的課題となったの
は1980年代後半以降である。その後は，推進派の動きや政治環境の変化による「推進機運」と，
それに対する反対派の反応によって問題は展開してきた。研究者や政治家，評論家による言論も，
当初は賛成派のイニシアティブで論陣が構築され，後に反対派が対抗するという構図がみられる。
ここでは，推進と反対の動きを分ける形で論を進めていく。
3　法廷闘争とロビー活動―外国人参政権推進派の動き
3.1　当初の外国人参政権論
図３が示すように，外国人参政権の問題化には1995，2000，2010年と３つのピークがある（10）。
この間，定住外国人から永住外国人へと付与対象の変化があり，これは政策的な具体化を示すもの
と考えられる。参政権要求自体が始まったのは，最初のピークから20年さかのぼる1975年，北九
州の韓国人牧師が市長や県知事に公開質問状を出したこととされる。これは個人的な行動だったが，
参政権自体の必要性はその後しばらくしてからの民団と日韓議員連盟の懇談会でも議題となった
（在日本大韓民国居留民団中央本部	1982）。
ただし，外国人参政権を具体的に求める組織的な動きが生じたのは，1980年代後半をまたねば
ならなかった。当時の指紋押捺闘争を主導した民闘連は，筆者が確認できた限りでは1985年に参
政権を具体的な課題として取り上げるようになり（民族差別と闘う連絡協議会	1985），1986年には
民団も公式に選挙権獲得運動推進を決議した。これは，民闘連編集の書籍のタイトル『在日韓国・
朝鮮人の補償・人権法』（民族差別と闘う連絡協議会	1989），在日韓国人の法的地位問題に関する
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協議が始まったのが1985年であることが示すように，植民地支配の清算問題の一環と考えられて
いる。
この時点での組織的な行動の最大の獲得物は，「なお，地方自治体選挙権については，大韓民国
政府より要望が表明された」（11）という一文である。韓国からの要望は，日韓議員連盟を通じた法
制化，日韓首脳会談での交渉課題になることで，国会に直接の回路を形成する。民団は，各都道府
県に組織を持つ団体として，地方議会への陳情・請願活動や地元選出の国会議員への要望を取り仕
切ってきた。このように立法府と直接の接点を持つのは，民闘連のような運動団体にはない強みで
あるが，こうした回路の利用は世論喚起という点では限定的な効果しか持たない。
3.2　裁判闘争の遺産と運動の停滞
民団の活動は政治的な影響力を持ちえたが，外国人参政権の法的な正統性は民団とはまったく異
なるところから生み出されている。1989年11月，イギリス国籍の大阪府民が参議院選挙で投票で
きなかったことを不服として，国家賠償を請求する訴訟を起こした。これを契機として，在日コリ
アンによる４件の裁判闘争が1990年から2000年まで続いた（12）。在日コリアンの社会運動は，民団
によるものを除けばほとんどが行政機関を対象としているが，参政権を求める社会運動では司法闘
争がもっとも効果的なものだった。
それは第１に，訴訟自体はすべて敗訴するが，1995年２月の最高裁判決において，永住者等に
「選挙権を付与する措置を講ずることは，憲法上禁止されているものではないと解するのが相当で
ある」という見解を引き出した。これはその後の判決でも継承されており，運動にとっては現在に
至る遺産となっている。これは許容説にたった判決であり，外国人参政権の法制化に取り組んでき
た閣僚経験者は，この判決がなければ法案提出を考えることはなかったという（13）。これを機に，
研究者の間でも許容説が主流になっていく（長尾	2000）。
図３　外国人参政権問題の推移
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裁判闘争の第２の効果は，図３にあらわれる90年代前半の新聞記事のほとんどが裁判関連だっ
たように，問題の周知を進めたことである。周知効果は，特に在日党の一連の活動で意識されてお
り（李	1993），裁判費用さえ負担できれば，少人数で最大の宣伝効果を持っていた。ただし，裁判
闘争というレパートリーの成功は，それに続く効果的なレパートリーを生み出さなかった。民闘連
の後継団体である在日コリアン人権協会は，1995年に118人を原告とする裁判を起こしており，大
衆運動へと至る契機がなかったわけではない。しかし，裁判闘争以降は参政権をめぐって自然発生
的な運動は広がらず，社会運動としては15年間停滞したといってよい。
指紋押捺反対運動とは異なり，押捺拒否という形で要求をアピールする場は参政権獲得運動には
確かになかった。一方で，在日コリアンの日常視点を重視する『ほるもん文化』の外国人参政権特
集タイトルは，「在日コリアンが選挙に行く日」だった（『ほるもん文化』編集委員会	1992）。参政
権は抽象的なものではなく，個々人が定期的に行使するものでもあることをこのタイトルは示して
おり，「選挙に行けない」不正義を地方選挙の機会を捉えて訴えることは，指紋押捺と同様に可能
だった。在日党の動きがそれに当たるし，1995年には歌手の川西杏が参院選への立候補を受理さ
れず座り込みで抗議したような行動もあった（『朝日新聞』1995年７月７日）。それは，「日韓」と
いう枠を超えた参政権付与のフレームを生み出しえたのではないか。
しかしながら，現実には集会と宣言文採択を繰り返す以上の行動は発生せず，一般の在日コリア
ンや市民運動からのサポートの輪は広がらなかった。後述する自民党内の反対論が2000年に広が
ったときにも，民団と市民運動が地域によっては連携して全国リレー集会を開催するといった試み
しかなされていない（14）。実際，日本人の社会運動である程度協力しているのは，社民党系の平和
フォーラムだけだという（15）。もっとも，他の移民受入国でも参政権を求める強力な運動が存在す
るわけではなく，参政権の付与は政治判断にもとづくものであるから，日本の参政権獲得運動は国
際的にみれば活発だといえるのだが。
3.3　「日韓」を通じたロビー活動とその限界
在日コリアンの参政権獲得運動でヒット作になったものとして，裁判闘争の他に地方議会への要
望活動がある。これは民団が組織的に進めたもので，その端緒となった1993年岸和田市議会では
日韓議連が役割を果たしている（16）。とはいえ，多くの地域では日韓とは関係ない議員に問題をア
ピールする効果を持ち，「当事者」たる自治体議会の意見書が広がったことで正統性も獲得できた。
しかし，それを除けば参政権獲得運動は「日韓」という回路を持つ民団の目に見えにくいロビー
活動が主流であった。民団自体は小さな組織ではないし，政治家とのつながりもあるが，組織票を
持つわけではなく法案を通すほどの実力はない。また，半ば公的な組織であることもあり，世論に
アピールするような行動をとる組織文化がそもそもない。そうした組織にとって，最善の戦略は韓
国政府に働きかけて外務省アジア局，外務大臣，首脳といった水準で日韓の接触があるときに韓国
政府に取り上げてもらうことである。韓国政府にとって，日本の外国人参政権は重要課題とはいえ
ないだろうが，在外同胞組織にとっての最重要課題となった以上は日本政府への要望事項に盛り込
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まれる。
日韓関係が外国人参政権法制化に最大の影響を持ったのは，金大中大統領による働きかけだった。
民団によると，特に金大中が参政権に熱心に取り組んでいたとはいえないが，1998年11月の首脳
会談と国会演説で一定の時間をとって参政権に言及した。この来日に合わせて，民主党・平和改革
が参政権法案を提出しており，99年3月の訪韓時に小渕恵三首相は前向きに検討することを約束し
ている。2000年に生じた外国人参政権問題の第２のピークは，連立政権の成立だけでなく戦後最
良といわれた日韓関係によって作られた面も大きい。
「日韓」に関わるもう１つの回路は，日韓議員連盟を通じて関心ある議員に働きかけることであ
る。これは，間接的には韓国政府の要望に対応することでもあるが，日韓議連には在日コリアンの
問題に関心がある議員も含まれている。実際，参政権の熱心な推進派となったのは，公明党の冬柴
鉄三や民社→民主党の中野寛成といった古くから在日コリアンに関わる議員だった。
だが，このような文脈で外国人参政権が論じられるとき，デニズンの処遇という論理は後景に退
く。外国人参政権法制化を熱心に推進してきた冬柴は，在日韓国人が「地域に溶け込んだ」ことに
言及するが，それは日韓という文脈―植民地経営の「重い歴史」や日韓関係の改善に還元され
る（17）。これは，日本的な文脈で外国人参政権を法制化する論拠としては正当なものだし，日韓と
いう回路が使われたときには論理的な必然となるだろう。しかし，植民地支配の清算という「外交
問題」が前面に出ると，現実に存在するマイノリティの権利という「国内問題」としての性格が弱
まってしまう。
こうした構図は，奇妙な結果を生み出す。すなわち，植民地主義の清算問題が存在することを否
定しさえすれば，参政権は不要ということになる。ハンマーのいう「帰化モデル」と「参政権モデ
ル」に即していえば，前者に依拠した修正主義を誘発する。外国人参政権は，国籍とアイデンティ
ティ，国民と民族にねじれを生むため反対という議論である（瀧川	2002;	鄭	2010a,	2010b）。これ
は，一見すると筋が通っているようにみえるが，以下の２点で適切な処方箋とはいえない。
第１に，「ねじれ」自体が植民地清算の産物であるという前提を軽視するがゆえに，この論は現
実的には破綻している。旧植民地出身者に対する日本政府の処遇の結果として，特別永住者は存在
している。こうした「ねじれ」を生み出した歴史的経路依存性を考慮しない限り，現実に即した議
論にならない。
第２に，「参政権モデル」が登場したのは「帰化モデル」が機能しない現実を受けていることを
蔑ろにしている。帰化で「ねじれ」を簡単に解消できるのであれば，「参政権モデル」は必要ない
はずである。こうした議論は，帰化せず政治的権利を行使しないまま一生を終える人がいる現状を，
是認し正当化するだけに終わるだろう（18）。これは，「参政権が欲しければ帰化すればよい」という
自民党の論理と附合しているが，一方的に帰化を迫るのはバランスを欠いている。「ねじれ」の解
消という点で論理的一貫性を持たせるならば，国籍法に生地主義の要素を持たせる提言とセットで
なければならない。
こうした論理的欠陥にもかかわらず，植民地主義の問題を無視すれば「帰化すればよい」という
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議論は成立する。「日韓」に依拠する参政権付与論は，外交関係を梃子にする形で政治的推進力を
持ちえたが，それだけでは植民地清算の従属変数となってしまう。外国人参政権は，「過去の国
民」（樋口	2001a）に対する補償に還元されるものではなく，デニズンがおかれた市民権の宙吊り
状態への対処というマイノリティの処遇問題でもある。後者の論理が著しく弱いことが，国内問題
としての外国人参政権という性格を弱め，対外関係に左右される構造を生み出したと考えられる。
これは，政治体外部での言論状況を考えると奇妙な構図だった。2000年まで優勢だった賛成論
の多くは，植民地清算問題としてではなくマイノリティの権利問題として論陣を張ってきたからで
ある。世界人権宣言にその根拠を求める江橋（1993）は例外としても，ハンマーのモデルを忠実
に当てはめた近藤（1996a,	1996b）などは，「将来の国民」たる永住者一般の問題として議論して
いる。在日コリアンの論者によるものも，李（1993）などは「過去の国民」としての権利を前面
に出しているが，多くは居住性を基礎においた権利論になるよう注意深く構築されていた（金	
1994;	徐	1992,	1995,	2000）。
しかし，「マイノリティの権利」というアカデミズムの議論は，政治の場では実質的に活用され
ず，両者が分断されて並存する状況が生み出された。これは，次節でみる反対派が議論の主導権を
握る結果をもたらしたように思われる。
4　国会内タカ派から右派総出の活動へ―外国人参政権反対派の動き
4.1　連立政権内の危機感―2000年前後の反対論
外国人参政権反対派が可視的な勢力として現われたのは，1998年に民主・平和改革（公明）と
共産がそれぞれ外国人参政権法案を提出してからだった。このときは，99年５月に小田村四郎・
拓殖大学総長（当時）主催の「日本を守る国会議員の奮起を求める国民の集い」が開催され，国会
議員では西村眞悟や米田建三が出席している（19）。つまり，この時点では保守傍流で極右と呼んで
よい議員の参加にとどまっていたわけで，危機感は相対的に薄かったといえるだろう。
しかし，連立与党だった公明・自由両党が2000年１月に参政権法案を提出し，自民党内部での
意見調整が始まってから状況は一変する（20）。このときは，自民・自由・公明の連立時の合意事項
として，外国人参政権の成立が盛り込まれていた。自民党は難色を示していたが，公明党に自由党
が同調して合意に達したという（21）。しかし，連立合意後に自民党内部で「外国人参政権の慎重な
取り扱いを要求する国会議員の会」が結成され，反対派の裾野が大きく広がった（22）。
これは議員有志の会であったが，実質的に反対派の拠点となったのは日本会議である。日本会議
は，元号法制化を主な目的として設立された「日本を守る国民会議」と宗教右派の「日本を守る
会」が1997年に合併して設立された。幅広く右派を束ねたのが日本を守る国民会議だったとすれば，
神社本庁など宗教右派を入れたことで日本会議は伝統主義的な性格を強めることになる。そうした
日本会議が当初の反対勢力を担ったことは，排外主義よりも保守主義（伝統主義）にもとづく反対
論が優勢だったことを意味する。現に，日本会議国会議員懇談会総会が採択した「外国人地方参政
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権付与法案についての決議」（2000年10月13日）で展開されるのは，以下のような論理であった（23）。
一，外国人地方参政権付与法案は，憲法違反です。
一，国籍取得条件の緩和に先ず取り組むべきです。
一，各党の内部に反対意見がある以上，拙速に審議入りすべきではありません。
一，朝鮮半島出身者の意思統一を待つべきです（24）。
このうち，参政権反対派が政治的な対抗手段として用いたのは，特別永住者に対する簡易帰化法
案であり，植民地主義の清算問題としての対応だったといってよい。これに前後して，『正論』『諸
君』を中心とした反対の論陣も張られるが（櫻井	2000;	高市・百地	2000;	田久保	2001），広がりは
限定的だった。朝鮮半島の研究者である荒木和博（1997）は，この時期から参政権付与と拉致問
題を関連させていたが，それ以外のほとんどは抽象的な安全保障論にとどまっていた。民団が最大
の抵抗勢力と位置づける日本会議でさえ，その機関誌である『日本の息吹』で記事として取り上げ
たのは，憲法論（99年11月）と上記の総会記事（00年11月）の２回だけであった。
自民党が与党内で圧倒的多数を握っていた以上，党内で反対派が組織されれば法案成立には待っ
たをかけられた。それでも，連立合意時の自民党幹事長であった森喜朗が首相だったときには，公
明党に対する配慮はあっただろう。しかし，その後に参政権反対を明言する小泉純一郎が首相にな
ってからは，連立合意はたな晒しにされ続ける。反対論が活況を呈するのは，2009年８月の総選
挙で民主党政権になってからだが，この空白の９年間で論拠は大きく変化していく。
4.2　民主党の参政権論
民主党自体は，1998年の結党時に外国人参政権の早期実現を基本政策のなかで謳っている。同
年には，党内では中野寛成が中心となって現公明党と共同で外国人参政権法案を提出，単独での提
出も含めて外国人参政権には党として賛成の立場をとり続けてきた。何割か反対派の議員も抱える
が，幹部クラスに反対派はいないため，党の方針は一貫しているといってよい。
民主党の特徴は，単に賛成派というだけでなく，デニズンシップに依拠した論理を持っているこ
とにある。岡田克也が会長となった「永住外国人法的地位向上推進議員連盟」が2008年５月に発
表した「永住外国人への地方選挙権付与に関する提言」では，以下のような現状認識が披露されて
いる。「特別永住者は，戦後60年にわたって政治的参画の道が閉ざされたまま，高齢化が進んでい
る」。「先進国（OECD加盟30カ国）の中で，血統主義を採用し，重国籍を認めず，かつ外国人参政
権を付与していない国…が日本だけであることは，留意すべき」。
移民一般に生じる政治的権利の空白状態を重視する点で，民主党議連は植民地主義の清算に留ま
らず世界的な市民権論を踏まえている。首相となった鳩山由紀夫も，外国人参政権に関して次のよ
うな独自の論理を持っていた。「定住外国人に国政参政権を与えることをも真剣に考えてもよいの
ではないかと思っている。行政や政治は，そこに住むあらゆる人々によって運営されてしかるべき
である」（25）。
このように，民主党の参政権付与論は理論的に興味深い点が多いのだが，これまでのところ民主
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党が持っていたポテンシャルは発揮されていない。民主党の参政権法案が成立可能性を持つように
なるのは2009年の民主党政権誕生後であるが，外国人参政権にとっては遅すぎる政権交代だった。
民主党が提示しえたデニズンシップ論は，拉致問題や中国の台頭といった地政学的条件の変化によ
ってかき消されるようになったからである。
4.3　国を滅ぼす参政権？―民主党政権下における反対派の拡大
政権交代後，首相の鳩山と民主党幹事長の小沢が外国人参政権法案の成立に意欲を示したことで，
参政権問題をめぐる第３のピークが訪れた。反対派はマニフェストに記載していないため参政権推
進派公約違反とするが，政策INDEXには以下のような記述があり，唐突に参政権法案を持ち出し
たわけではない。「民主党は結党時の『基本政策』に『定住外国人の地方参政権などを早期に実現
する』と掲げており，この方針は今後とも引き続き維持していきます」（26）。
ただし，参政権付与のデモンストレーションとしてなされたのは，小沢をトップとする国会議員
団の訪韓・訪中であり，アジア外交の一環として位置づけられた性格が強い。外国人参政権は，夫
婦別姓や人権擁護法と並ぶ「三悪法」とされるに至ったが，後二者は国内的な文化的自由主義の問
題に留まった。それに対して外国人参政権は，「嫌韓」「嫌中」の文脈でも論じられるようになり，
人権問題よりは近隣諸国に対する恐怖感・敵意を反映するものとなっていった。
その結果，それまでとは比較にならない規模の反対論が民主党政権になってから噴出した。『正
論』『Will』『中央公論』のような右派論壇誌はもちろん（三品	2010;	長尾	2010;	西尾	2010;	高市	
2010;	鄭	2010b,	2010c,	2010d），外国人参政権に特化した書籍やブックレットの刊行もブームの様
相を呈している（別冊宝島	2010;	井上	2010;	百地	2010;	西村	2010;	山野	2010）。日本会議も，2000
年前後の『日本の息吹』では外国人参政権関連の記事掲載が２回にとどまったのに対して，2009
年12月以降は６回取り上げて頁数も格段に多い（27）。2000年時点では議員総会決議にとどまったのが，
2010年には大規模な集会を２回開催している。
それに対して，参政権推進派による言論戦は完全に守勢に回っており，内容的にも新味に乏しい
（古関	2010;	徐	2010;	田中	2010）（28）。上記の反対派の議論は，いずれも類似した議論を繰り返すオ
リジナリティに欠けるものだが，10年を経て加わった新たな論点によって反対派の裾野を広げる
ことが可能となった（29）。すなわち，東アジアの地政学的変化と右派の変化を背景とする，新たな
排外主義にもとづく反対派の動員である。これは次の２つの論理によって強化されたと考えられる。
第１に，2000年の時点でも「内政干渉」を根拠とした外国人参政権反対論は存在した。その際
念頭に置かれていたのは，前述のように周辺事態法のような安全保障一般の問題か，歴史教科書に
対するものであった（e.g.	高市・百地	2000）。日本会議のような主流右派運動の焦点は教科書問題
にあったためだが，現実にはそれと外国人参政権を関連させる動きは弱かった。ところが，政治体
の水準では小泉政権以降に靖国参拝などをめぐって対中韓関係が悪化し，民間の水準でも「嫌韓」
が在日コリアンバッシングに直結するようになった。『マンガ嫌韓流』で主人公の引き立て役が在
日コリアンの同級生であるように，日韓の間にある懸案が在日コリアンに投影され，ファンタスマ
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ゴリーを通したような在日像が作り出される（30）。
第２に，2000年代に生じたのは中国の台頭であり，将来的には米国をも凌駕する大国になると
いう趨勢に対する中国脅威論が増幅した。これは単に体制の違いに起因するものではなく，友好的
とはいえない（と認識される）大きな隣国と長期衰退過程にある日本を比較したときの恐怖感に基
づくだろう。在日中国人は，外国人参政権要求の主体とはいえず，ニューカマーの一部組織が賛意
を示すにすぎないため，中国脅威論と参政権問題が直結して論じられることは少なかった。ところ
が，東アジア共同体構想と外国人参政権は以下のように結び付けられるようになり，中国脅威論に
もとづく外国人参政権反対論が語られるようになる（31）。
東アジア共同体に参加するということは，中国の支配下に入るということを意味します。…外国
人への選挙権付与は，民主党の政策全般との関係においてみる必要があります。外国人の選挙権
法案は日米安保条約の解消，そして東アジア共同体への第一歩になります。（長尾	2010:	62）
こうした議論は，国際関係論や行動科学による検証にはまったく堪えられない水準のものである
が（32），東アジア地政学の枠組みで参政権反対が語られる点は注目に値する。東アジアで何らかの
係争課題が生じるたびに，参政権反対の論拠が積み増されていくという構造ゆえに，反対論のレパ
ートリーは拡充していく。日本会議による外国人参政権反対の論拠も，前出の2000年時点での議
員総会決議に比べて，2010年時点でのビラは以下のように対外関係にふれた論拠をふんだんに盛
り込むようになった（33）。
・外国人参政権付与は憲法違反の疑いがあります。
・教育への内政干渉が強まる恐れがあります。
・領土問題解決に大きな障害となります。
・地方参政権付与は世界の潮流などではありません。
・日本の政治に対する影響力が狙い。
・中国政府は中国人永住者を政治利用する！
・危ぶまれる国境周辺の離島。
・このままでは間接侵略を許してしまう。
問題は，こうした非現実的な議論が右派団体のみならず国会議員にも浸透していることである。
自民党代議士である高市早苗（2010;	高市・百地	2000）の外国人参政権反対論は，2000年と2010
年で見事なまでに上記の変化を体現している。さらに，自民党政調は国境にある与那国島に調査団
まで派遣した（自由民主党政務調査会与那国町調査団	2010）。そこで反対派が外国人参政権にみる
のは，日本国内のマイノリティとしての外国人ではなく，その背後にある周辺諸国の幻影なのであ
る。
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5　外国人参政権を論じ直すための提案―結語に代えて
なぜ外国人参政権は日本でこれほど問題化し，多数与党のもとでも法制化に失敗するのか。冒頭
で挙げた問いに直接答えるならば，（1）国内マイノリティの問題であるはずのものが東アジアの対
立構造に巻き込まれた，（2）反対運動が盛り上がり明確な争点となったがゆえに簡単に法案を提出
できなくなった，となる。（1）についていえば当初から日韓という枠組みが用いられており，現在
の反対論はその延長とみなされる点で，相対化するのは容易ではない。（2）を招いたのは（1）の
問題であり，さもなくば脅威を伴う問題として語られることはなかっただろう。
その意味で，外国人参政権問題は当該マターとは本来関係ない対立構造の負荷をかけられており，
それゆえに問題化し法制化が困難となる。宮島は，川崎市外国人代表者会議の初回に際して，「冷
戦未終了の東アジアでの外国人グループの協調の可否」（宮島 2000:	i）を考えていたという。が，
実際に冷戦未終了の東アジアでの「協調」が問題になるのは，在日外国人でなく日本の体制の側で
あった。外国人参政権問題がこれほどまでに複雑化してしまった以上は，東アジアの地政学的条件
が改善しない限り，現実的に成立は難しいだろう。
しかし，その間にも政治的権利を行使できず宙吊り状態のままおかれる人たちがいることは，忘
れさられるべきではない。外国人参政権が論じられるとき，世界的にみたときの論点はこうした人
たちの権利論になる（既出の政治学的な研究に加えて，政治理論からのアプローチとしてたとえば
Benhabib	2004;	Munro	2008;	Song	2009を参照）。外国人参政権論の「正常化」のためには，マイノ
リティ問題として議論を立て直すことが前提条件である。本稿のような政治社会学的な分析で現実
の政治過程を解きほぐすことに加えて，政治理論からのアプローチの必要性を指摘しておきたい。
〔注〕
（１）	 当時の川崎市では，外国人政策の体系化に向けて精力的に調査や諮問機関の設置などを積み重ねて
きた（川崎市外国籍市民意識実態調査研究委員会	1993,	1995;	川崎市外国人代表者会議調査委員会	1996）。
これらすべてに関わっているのは宮島だけであり，さらに外国人市民代表者の選考にも関わるなど，関与
の深さを示している。
（２）	 西尾（2010:	99）は，「イスラム教徒に地方参政権を与えたことが，アリの一穴となった」というが，
「参政権」と「移民ゲットー」にどのような関連があるのか，何ら論じていない。
（３）	 外国人参政権問題はもはや法律ではなく政治の課題と考えるべきであり，本稿はそうした観点から
の研究の序論として位置づけられる。以下で展開したいのは，筆者が現在実施中である「外国人参政権を
めぐる政治」に関する研究の見取り図であり，現在まで得られたデータにもとづく暫定的な分析である。
本稿の記述では，引用した文献のほかに（現・元職）国会議員２件，民族団体・市民団体３件の聞き取り
データを利用している。
（４）	 こうした相違に最初に気づかされてくれたのは，ユトレヒト大学で受け入れ教員となってくれたマ
ルセル・ラバーズである。彼は，筆者の持っているデータと類似したオランダのデータを同時に分析すれ
ば，両者の接点がわかるのではないかと提案し，ゼノフォビアよりもナショナリズムの効果が高いことが
日本の特徴だと指摘した。それを筆者なりに考えた結果が，本稿で提示する枠組みであり，ヒントをくれ
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た氏に感謝したい。
（５）	 この点について触れているものとして，梶田（1996b），長尾（2001）がある。このうち梶田は，
ハンマーの挙げる外国人参政権の阻害要因を日本に当てはめる程度のものだが，東アジアの状況に言及し
た点で先駆的といえる。長尾は，法律論として外国人参政権は違憲ではないが，政治的に自分は反対であ
ると述べている。法律論については，すでに論点が出尽くしている感があり，最新の整理の試みとして佐
藤（2008）を参照。
（６）	 外国人参政権問題を政治問題として分析する研究は，筆者の知る限り河原・植村（2006）と樋口
（2001a）しかない。筆者は，当初それを政治的言説（市民権論）の交錯として捉え，対立する言説の思
考停止を可能とする公分母として，地方市民権という概念を提起した。これに対して法学者の近藤敦
（2006）は，「地方市民権なる法律概念は成立しない」として筆者を長々と批判しているが，これは法律
と政治的言説の相違を理解できないがゆえの「誤爆」である。賛成派の近藤も反対派の長尾一紘（2010）
も，法学者は政治問題としての外国人参政権の理解には無能ぶりをさらすだけであり，それがアカデミッ
クな論争を混迷させている。
（７）	 日本における紹介としては，伊藤（1991），梶田（1996a）を参照。
（８）	 自由民主党（選挙制度調査会）「外国人地方参政権問題に対する見解案（素案）」2000年５月。す
なわち，「（外国人の地方参政権問題）の議論をさらに深化させる必要があるとすれば，この問題は専ら憲
法の視点から論ずるべき」として検討の結果，違憲だから反対という見解をまとめている。
（９）	 この経緯については，さきがけしまね代表だった錦織淳・元衆議院議員へのインタビュー記事を参
照（「法改正原案をだした『さきがけしまね』代表錦織淳氏に聞く」『季刊Sai』14:	8-11）。
（10）	 参政権でなく「選挙権」に関しては，それ以前から投書や民団支部の要望を取り上げた記事がいく
つかある。
（11）	 日韓法的地位協定に基づく協議の結果に関する覚書，1991年１月10日。
（12）	 こうした裁判については，徐（1992,	1995）で当事者の寄稿を含めて詳しく紹介されている。
（13）	 インタビュー，2010年10月22日。
（14）	 たとえば，2001年２月から５月にかけて，東京，滋賀，神奈川，京都，北海道，香川，大阪，兵庫，
愛知，岡山で集会が16回開催されている（『RAIK通信』67号，2001年４月）。こうした活動の基盤として，
在日コリアンの地域レベルでの市民運動が果たした役割は大きいが，やはり勉強会の域を出るものではな
かった（定住外国人の地方参政権をめざす市民の会編	1998）。
（15）	 参政権を求める団体へのインタビュー，2010年７月20日。
（16）	 岸和田市議会に対して外国人参政権を求める請願を提出したのは，民団としてではないが民団に関
わる在日韓国人であった。だが，それ以前から岸和田市議会では1992年に日韓友好親善議員連盟を結成
しており，ソウル氏の永登浦区議会との交流で韓国側から働きかけがあったという（「大阪府岸和田市，
全国で初めて『定住外国人に対する参政権を認める』決議」『季刊Sai』9:	18-19，1993）。
（17）	 冬柴はこのテーマを何度も国会で取り上げており，毎回ほぼ同じ論理を用いている。たとえば，第
142回衆院予算委員会議事録15号，1998年２月27日を参照。
（18）	 2011年時点で，最初の外国人参政権法案が提出されてから13年経過しており，反対論はデニズン
の「政治的権利の空白」状態を13年間引き延ばしてきたことになる。
（19）	 『日本の息吹』140号，1999年７月，17頁。
（20）	 この時点での反対論とそれへの反論については，近藤（2000）を参照。
（21）	 閣僚経験者に対する聞き取り，2010年10月22日。ただし，自由党代表だった小沢一郎が朝鮮籍を
含めると法案が通過しないと難色を示したため，朝鮮籍を排除した法案として提出し直している。
（22）設立総会に出席した国会議員は，岩屋毅，臼井日出男，奥野誠亮，小此木八郎，梶山弘志，小島敏
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男，阪上善秀，佐藤剛男，砂田圭佑，高市早苗，中本太衛，荻野浩基，葉梨信行，林省之介，原田義昭，
平沢勝栄，松野博一，村上誠一郎，森英介，森岡正宏，吉田六左エ門，米田建三（以上衆院），石渡清元，
岩城光英，狩野安，亀井郁夫，木村仁，倉田寛之，中川義雄，保坂三蔵，森田次夫，山内俊夫，依田智治
（以上参院，『RAIK通信』65号，2000年11月）。
（23）	 「外国人参政権に異議あり―広がる反対，慎重論～日本会議国会議員懇談会総会での提言より」
『日本の息吹』156号，2000年11月。
（24）	 拉致問題以降，朝鮮総連は対外的な発信が実質的に不可能になったため今でこそ表に出ないが，総
連自体は本国の指示を受けて外国人参政権に反対だった。こうした在日内部での意見の分裂を憂慮する声
は，在日知識人の間にも存在した（e.g.	姜	1994）。それを逆手にとった議論というわけである。
（25）	 ホームページ「わがリベラル友愛革命」から引用（http://www.hatoyama.gr.jp/speech/ot02_2.
html）。
（26）	 『民主党政策提言集INDEX2009』。
（27）	 『明日への選択』『祖国と青年』といった右翼雑誌でも，同様に外国人参政権が取り上げられるよう
になった。「中国人問題としての外国人参政権問題　正・続」『明日への選択』287-288:	32-36,	26-29。
（28）	 雑誌記事の水準でも，以下がみられる程度である。「外国人参政権と排外主義」『週刊金曜日』
2010年３月12号。「『対馬が危ない!!』キャンペーンのお粗末」『週刊金曜日』2009年11月13日号。「外国人
の地方参政権の『反対論』に反対する」『コリアNGOセンターNews	Letter』Vol.22,	2010。もっとも，参
政権反対論も週刊誌に登場するほどには関心を集めておらず，一般の関心を引く大きな争点になったとい
うよりは右派の危機感を喚起したと考えたほうがよいだろう。
（29）	 民団で参政権獲得運動の責任者を一貫してつとめてきた徐元喆（2010）は，反対論に対して丁寧
に反論しているが，こうした議論が広まることはなかった。
（30）	 この点について典型的なものとして，在日特権を許さない会の会長である桜井誠の著作を参照（桜
井	2006,	2010）。外国人参政権に関してもっとも熱心に反対の直接行動を続けたのは在特会であり，その
背後に日本は在日に侵食されているという被害者意識があることを，安田浩一は指摘している（安田	
2010）。
（31）	 こうした議論は挙げればきりがないが，たとえば以下を参照。「在日外国人地方参政権が在日中国
人に付与された場合，大量の在日中国人が住民票を与那国島に移し，親中派（反自衛隊）の町長が誕生す
る可能性すらある」（濱口	2010:	61）。「中国の戦略から見れば…中国人永住者が地方選挙に関与し，合法
的に日米離間，自衛隊配備を阻止する投票が可能となることは，まことに願ってもない提案である」（平
松	2010:	47）。
（32）	 こうした点については，研究者としてまともに反論する価値があるとは到底思えず，正面から検証
する意欲が湧かないので，エッセイでその荒唐無稽ぶりを指摘するにとどめておく（樋口	2011）。
（33）	 直接用いたのは日本会議のビラであるが（http://www.nipponkaigi.org/opinion/archives/961#	
more-961），反対論でほぼ共通のフォーマットとして利用されている。
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